


















① 公共職業訓練

公共職業能力開発校は、就職をするために必要な知識や技能を身につけたり、
職業上の技術や知識をさらに向上させ、仕事を通じて実力ある社会人として
社会参加を図るための施設です。
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公共職業能力開発校 就活支援準備・訓練

ハローワーク、障害者職業センター等の関係機関との密接な連携のもとに、障がいの態様等に応じた

所定の訓練期間について専門的な職業スキルをしっかりと学びながら就職活動を行うことができます。

公共職業訓練を行っています。
受講を希望する場合は、住所地を管轄するハローワークで職業相談の上、応募し、入校試験合格後は

② 障がい者の多様なニーズに対応した委託訓練

原則 1 ～ 3 か月 ( 標準 100 時間 / 月、下限 60 時間 / 月 )

原則 3 か月以上 (80 ～ 100 時間 / 月、上限 6 か月 )

原則 3 か月以内 ( 標準 100 時間 / 月、下限 60 時間 / 月 )
原則 1 ～ 3 か月 ( 標準 100 時間 / 月、下限 80 時間 / 月 )

職業訓練です。
当事者の住む身近な地域で、企業、社会福祉法人、民間教育機関等の多様な委託先を活用して実施する

訓練コース

受講料等

訓練期間・訓練時間

(1) 知識・技能習得訓練コース【 県立障害者高等技術専門学院】【兵庫障害者職業能力開発校】

民間教育機関、社会福祉法人等を委託先として、教室型の集合形式でパソコン技術など就労に
必要な知識・技能を習得するコースです。( 例 : パソコン技術、ホームページ制作など )

(2) 実践能力習得訓練コース【 県立障害者高等技術専門学院】【兵庫障害者職業能力開発校】

企業等の現場において、作業実習により実践的な職業能力を習得するコースです。
( 例 : 事務補助、清掃、各種製造、介護補助など )

(3) e- ラーニングコース【県立障害者高等技術専門学院】【兵庫障害者職業能力開発校】

通所が困難な方を対象として、インターネット接続パソコンを使用し、在宅訓練により知識・技能を習得する
コースです。( 例 : パソコン技術、ホームページ制作など )

(4) 特別支援学校早期訓練コース【 県立障害者高等技術専門学院】

特別支援学校高等部及び高等学校に在籍する生徒 (3年生で10月以降 )を対象として、就職に向けた職業能力の
開発・向上を目的とするコースです。

(5) 在職者訓練コース【県立障害者高等技術専門学院】【兵庫障害者職業能力開発校】

企業等に在職している障害者を対象に、雇用継続に資する知識・技術を付与します。

(3) e- ラーニングコース

(2) 実践能力習得訓練コース

(4) 特別支援学校早期訓練コース

原則 12 時間以上(5) 在職者訓練コース

(1) 知識・技能習得訓練コース

受講料は無料、教材費等は自己負担です。

応募資格　次の事項にすべて当てはまる方です。(コース及び訓練科により追加要件あり )

○ 障害者手帳を所持している方、または障がいに係る医師の診断等をお持ちの方
○ ハローワークに求職登録をしている方（在職者訓練を除く）
○ 職業訓練を受講することにより就労が見込める方（在職者訓練を除く）
○ 症状が安定していて身辺自立が可能である方









就労先や働き方について、より良い選択をするための支援を必要とする人に、障害者総合支援法に基づく
障がい福祉サービス事業所で約 1 か月間で就労能力や適正などの評価、関係機関等の調整を行います。
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就労選択支援事業所 準備・訓練

主な対象者

・就労を希望する障害者又は就労の継続を希望する障害者
・就労移行支援又は就労継続支援を利用する意向を有する者及び現に就労移行支援又は就労継続支援を利用して
  いる者

利用期間

原則として１か月以内。

利用料

障害福祉サービスの利用には、利用料（利用者負担額）が必要です。
利用料は、原則としてサービス提供費用の 1 割ですが、所得の状況によって負担上限額が設定されています。

利用方法

障がい福祉サービス事業所の利用にあたっては、利用の前に区役所への利用申請が必要となります。
詳しくは、お住いの区の区役所（福祉事務所）にご相談ください。
※障がいのある方にとって、必要なサービスをより安心して利用することができるように、「計画相談支援」
　サービスがあります。このサービスを利用される方が、計画相談支援サービスの申請等が必要です。





就労定着支援事業所 定着

障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービス事業所で、一般企業等に新たに雇用された障がい者が
働き続けられるよう、就労先等との連絡調整や就労に伴う環境変化による生活面での課題に関する相談、
指導、助言等の必要な支援を行います。

14

対象者

生活介護、自立訓練、就労移行支援または就労継続支援を利用した後、一般企業等に新たに就労した障がい者で
就労を継続している期間が 6 か月を経過した方。

利用期間

最長 3 年 ( 就労を継続している期間が 6 か月以上 3 年 6 か月未満 )

利用料、利用方法

P12 の就労選択支援事業所の記載と同じです。

準備・訓練 就活支援

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス事業所で、生産活動などを通じて、就労に必要な
知識や能力の向上のために必要な訓練を行うところです。２つの類型（Ａ型・Ｂ型）があります。

主な事業内容

・個別の支援計画の作成
・生産活動やその他の活動の機会の提供
※具体的な事業内容は事業所によって異なります。詳しくは各事業所に直接お問い合わせください。

利用期間

利用期間の定めはありません。

利用料、利用方法

P12 の就労選択支援事業所の記載と同じです。

神戸市内にある就労選択・就労移行・定着・継続支援事業所の一覧は、神戸市ホームページ内
「障害福祉サービス等事業者・障害者福祉施設等一覧」で、ご確認いただけます。
(https://www.city.kobe.lg.jp/a97737/jigyousyaitiran.html)

① 就労移行支援事業所を利用したが、企業等の

就労継続支援 A 型事業所 就労継続支援 B 型事業所

事業所と雇用契約を締結します。
就労条件は労働基準法等の法令に基づきます。
要件を満たす場合は労働保険等が適用されます。

事業所と利用契約を締結します。
( 雇用契約は締結しません。)

③

① 就労経験があり、年齢や体力の面で一般企業に
雇用されることが困難となった方

受給者

② 50 歳に達している方、または、障害基礎年金 級1

就労選択支援事業所等によるアセスメント
により、就労面に係る課題等の把握が行われて
いる本事業の利用希望者等

①、②いずれにも該当しない方であって、

※原則、65 歳未満の方が対象です。

雇用に結びつかなかった方
② 特別支援学校等を卒業して就職活動を行ったが、

企業等の雇用に結びつかなかった方
③ 企業等での就労経験があり、現在は離職して
雇用されていない方等

主な対象者

利用形態・方法

就労継続支援事業所（ ）型・BA 型

※利用の前に障がい福祉サービスの申請が必要となります。

!!!prefix!!!_https%3A%2F%2Fwww.city.kobe.lg.jp%2Fa97737%2Fjigyousyaitiran.html%29
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